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るという。たとえば，民法通則 6）（1987年 1月 1日施行。以下では「通則」
と略称する）施行前までの学説は，夫婦間の扶養義務を定める婚姻法 14


















　 　   近親者による高齢者の支援　　岡
（22）
強調するために，その第 1章第 2節「後見」の冒頭に「成年の子は，その
父母に対して扶養，扶助及び保護をする義務を負う」（民法総則 7） 26条 2項。
以下では「総則」と略称する）旨の規定を置いて，「家族後見（家庭後見）」
が後見の基礎であることを示している。つぎに，行為無能力者または制限







































































代理 16） (gesetzliche Erwachsenenvertretung)と裁判所選定成年者代理 17）
（gerichtliche Erwachsenenvertretung)の 4つを柱として，新制度を構築
した。
























































































































































































































































ない（現 268条 3項 3号参照）。そして，事務処理が終了し，または遅く
















































　東洋文化研究 20号   　　
（35）
るという。このような方向性は日本の立法論にも参考になるだろう。近


























　 　   近親者による高齢者の支援　　岡
（36）














8） 李建国「関於『中華人民共和国民法総則（草案）』的説明―2017年 3月 
































Vgl. Wieacker, Privatrechtsgeschichte der Neuzeit unter bsonderer 










　 　   近親者による高齢者の支援　　岡
（38）
13） オーストリア新成年後見制度について，2016年の中間試案の段階の
ものは岡・第 1論文 27頁以下で，新法は岡・第 2論文 63頁以下で検
討している。本節の記述はこれらに依拠しており，逐一の引用は省略す
る。なお，岡・第 2論文では 2017年 3月末に法案が議会で審議される
と書いたが（63頁），その時に新法が可決された。この点は訂正する。
14） Erwachenenschutz-Gesetz, BGBl I 2017/59, samt Erläuterungen 
zur Regierungsvorlage(ErlRV). これについては，Barth(Hrsg.), Das 
neue Erwachsenenschutzrecht, 2017, S. 83ff. でも見ることができ
る。本稿では本法の理由書（Erläuterungen）を引用するが，その
出典は，オーストリア連邦司法省の HPに掲載されている 1461 der 








18） Erläuterungen, S. 9.
19） 岡・第 1論文 53頁参照。


















22） 本条の説明は，Erläuterungen, S. 40f.による。逐一の引用は省略する。
23） Maurer, Erwachsenenschutz neu, 2017, S. 29.
24） これは，成年者に限定しないで，（減退していてもある程度の決定能
力がある）未成年者もこの指示をすることができるという意味で，「人」







26） Erläuterungen, S. 25.
27） 2016年の中間試案の段階では，教示は（本人の）「健康状態に反しな
い限り」という要件が付加されていたが，本法では削除されている。
28） 本条の説明は，Erläuterungen, S. 41f.による。逐一の引用は省略する。
29） たとえば治療契約がこれにあたる。












34） この場合には本人の決定能力は要求されない。Vgl. Erläuterungen, S. 27.
35） 理由書では，暴力をふるう相手方への情報提供が例示されている。
Vgl. Erläuterungen, S. 27.
36） 中間試案では，259条 3項で規定されていた。岡・第 1論文 48頁以
下参照。
37） 非訟 130条 1項の理由にこの例が挙げられている。Vgl. Erläuterungen, 
S. 72.
38） 非訟 133条 3項 2文は，裁判所はこの要件のもとで成年者保護協会の
活動を監督しなければならないとしている。
39） Erläuterungen, S. 74.
40） Barth, Vom Sachwalterrecht zum Erwachsenenschutzrecht －
Was ändert sich durch das 2. Erwachsenenschutz － Gesetz? in: 
























については同 50頁以下，岡・第 2論文 68頁以下参照。











点も指摘されている。Vgl. Vogel, in:Geiser/Reusser(Hrsg.), Basler 
Kommentar Erwachsenenschutz, 2012, Art. 421 Nr. 6.
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